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丹後震災記念館の内部公開に関する内規 

令和７年５月３０日 

教育委員会事務局文化財保存活用課 

 

 平成 23 年度丹後震災記念館耐震診断調査業務により耐震性能不足（Is 値 0.17）と診断さ

れ、平成 24年 4月より内部への立入を禁じている丹後震災記念館について、対象となるイベ

ント等の事業が次に掲げた内容をすべて満たすことを条件とし、内部への特別な立入の可否

を判断するものとする。 

 ただし、京丹後市もしくは京丹後市教育委員会（以下、本市とする。）による日常の維持管

理・点検・修繕・工事等での内部への立入はこの限りでない。 

 

１．事業目的 

（1）令和 6年度に丹後震災記念館耐震化・利活用検討委員会が取りまとめた「丹後震災記

念館耐震化・利活用に関する方針書」に示す方策を目的とした事業であること。 

（2）１-（1）において、保存方法Ⅱ建物調査に掲げる調査①から⑤のいずれかを主目的と

することを必須とする。 

（3）機運醸成の方策③見学会の開催等の方策において一般参加者が見学に入る場合におい

ても、１-（2）による調査を主目的とした事業に限る。 

 

２．事業対象者 

（1）本市または本市が設置する委員会等組織が実施する事業を対象とする。 

（2）２-（1）によらない外部団体等による実施事業については、当該事業を主催する者か

ら同施設を所管する京丹後市教育委員会に申請を行い、本内規に基づき許可を受けた

ものに限って内部への特別な立入を許可するものとする。 

（3）２—（2）による事業の場合、別途、行政財産の目的外使用に該当するか確認の上、そ

の許可も受ける必要があることに留意すること。 

（4）２-（2）における外部団体とは、地方公共団体のほか、大学教授や専門家等で組織す

る団体等、１-（2）における調査目的を遂行できる組織とする。 

（5）丹後震災記念館の内部立入にあたっては、京丹後市教育委員会職員の立会を必須とし、

特に２—（2）における事業においては、京丹後市教育委員会と調整の上で職員立会が

可能な日時を設定すること。 

 

３．日時・人数・行動制限 

 （1）内部への立入は日時を一時的なものに制限し、1 回の立入時間は 1 時間以内とする。 

 （2）事業の遅延等により内部の立入時間が 1時間を超える場合にあっても、途中で切り上

げ、1時間以内に全員内部から退出すること。 

 （3）1回の立入可能人数は、案内を行うスタッフ等も含め 15人以内とする。 
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（4）参加者が３-（3）の人数を超える場合は、15人以内の複数班に分け、交代で立ち入る

ものとする。 

（5）傷病・障害等により非常時における自力での即座の移動が困難な場合、人命のリスク

を考え、内部への立入を不可とする。 

（6）事業対象者は事前に内部へ立ち入る人数を把握し、２-（2）により外部団体が申請を

行い実施する場合においても必ず事前申込制とし人数を京丹後市教育委員会に報告

の上、必要なスタッフ数を確保し３-（4）による班分けを行う等の対策を講じること。 

（7）内部への立入に際して、自由見学は不可とし、常にグループ行動をとりスタッフが誘

導するものとする。 

（8）３-（7）において、スタッフは人数が揃っているか常時確認し、離脱者がある場合は

直ちにグループへ呼び戻すか建物外部へ誘導し待機させること。 

 

４．気象制限 

 （1）建物に大きな荷重がかかる冬季の積雪期間、大雨等の注意報・警報発令時は、人命の

リスクが高まるため、内部への立入を不可とする。 

 （2）２の内容により内部への立入を予定もしくは許可を受けていた場合においても、実施

当日において４-（1）の状況であれば内部への立入は中止とすること。 

 

５．設備・装備 

 （1）内部へ立ち入る者は、全員ヘルメットの着用を必須とする。 

 （2）内部の危険箇所は事業対象者において把握し、柵・ロープ・看板等によって事前に当

該箇所への侵入禁止の策を講じておくこと。 

 （3）地震発生時に一時的に身を隠し安全を確保できるよう、立入ルート上の要所に机等の

什器を確保しておくこと。 

 （4）建物内や外周部を問わず開放できる建具はすべて開放しておき、非常時の避難を妨げ

ないよう工夫しておくこと。 

 

６．非常時の対応 

 （1）事業対象者は、事前に非常時の避難対策（避難経路・誘導方法等）を取りまとめてお

くこと。 

（2）２-（2）により外部団体が事業を行う場合、事前に非常時の避難対策（避難経路・誘

導方法等）を京丹後市教育委員会と協議し取りまとめ、申請を行う際に添付資料とし

てこれを付すること。 

 （3）事業対象者は、内部への立入を行う前に参加者全員に建物の危険性や非常時の避難対

策等について十分に説明を行い周知すること。 

 （4）事業対象者は、非常時に対応可能な数のスタッフを用意し、非常時にはスタッフが避

難誘導を行うこと。 
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７．責任 

 （1）事業対象者は、丹後震災記念館が耐震性能不足の危険な建物であることを十分承知の

上、内部に立ち入る事業を行う際は適切な保険に加入し、万が一の事態に人災が発生

した場合に責任を負う。 

 （2）事業対象者は、丹後震災記念館が京都府指定文化財であることを十分承知の上、建物

をき損、あるいは設備等を物損した場合において責任を負う。 

 

８．その他 

 （1）丹後震災記念館と同年竣工で耐震性能算出不能の峰山小学校旧本館（教育委員会事務

局教育総務課所管）の内部公開の可否についても、本内規に準ずるものとする。 
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【参考】丹後震災記念館耐震化・利活用に関する方針書（該当ページ抜粋） 

   




